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【Abstract】
Chronic kidney disease（CKD）is a major global health challenge. Japan, one of the world’s most aged 
societies, has developed CKD prevention strategies based on health checkup systems, urinalysis, workplace 
health management, and primary care-nephrology collaboration. This article reviews Japan’s 
epidemiological trends, national policies, and remaining challenges, including quantitative risk assessment 
and implementation-oriented evaluation.
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はじめに

　慢性腎臓病（CKD）は、高齢化や糖尿病・高血

圧の増加を背景として、世界的な公衆衛生課題とな

っている。2025 年には、WHO の世界保健総会にお

いて、腎疾患対策を非感染性疾患対策の中で推進す

る決議が採択された［1］。世界有数の高齢社会である

日本は、CKD 対策の課題に早くから直面してきた

国の一つであり、その経験を整理して発信すること

は、同様に高齢化が進む中国にも有益であろう。

　日本では、生活習慣病対策や健診制度と連動して

CKD 対策が進められてきた。特に、糖尿病・高血

圧などへの対応を通じた発症予防、多層的な健診制

度による早期発見、そして、かかりつけ医と腎臓専

門医の診療連携を重視した重症化予防は、日本の

CKD 対策の特徴である。本稿では、日本における

CKD の疫学的特徴を概観したうえで、発症予防、

早期発見、重症化予防を支える制度的枠組みとして

の CKD 対策の現状を述べ、今後の課題を整理する。

日本における CKD の疫学的特徴

　日本の CKD 患者数は約 2,000 万人、成人の約 5

人に 1 人に相当するとされている［2］。国際推計でも

日本の CKD 有病率は 20 .2% と高水準で報告され

ている［3］。

　背景の一つは高齢化である。日本では 2024 年時

点で 65 歳以上人口割合が 29 .3% に達しており、推

定糸球体濾過量（eGFR）は加齢とともに低下する

ため、高齢化は CKD 患者数に影響する。新規透析

導入患者の原疾患構成にも、高齢化を背景とした変

化がみられる。糖尿病性腎症は現在も最多である

が、近年その割合はやや低下傾向にあり、高血圧や

動脈硬化を背景とする腎硬化症の割合が増加してい

る。2024 年の新規透析導入患者では、糖尿病性腎

症が 37 .6%、腎硬化症が 19 .1%、慢性糸球体腎炎

が 13 .5% であった［4］。また、日本人を含むアジア

人ではネフロン数が欧米人に比して少ない可能性が

報告されており［5］、CKD の発症・進展リスクを考
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える上での生物学的背景として注目されている。

　一方、CKD の重症度分類は、eGFR のみではな

く蛋白尿・アルブミン尿区分を組み合わせて評価さ

れ、末期腎不全、心血管疾患、死亡リスクの評価に

も用いられる。このため、日本の CKD 対策では、

健診で広く用いられている尿蛋白定性検査と eGFR

を入口としつつ、必要な対象を尿蛋白 / クレアチニ

ン（Cr）比（PCR）や尿アルブミン /Cr 比（ACR）

などの定量的評価へとつなげ、リスク層別化を行う

ことが重要である。

日本における CKD 対策の構造

　日本における CKD 対策は、透析導入患者数の増

加が課題となる中で、2008 年に国の腎疾患対策の

方向性が示されたことを契機として本格化した。同

方針では、CKD の重症化予防を軸に、「普及啓発」

「地域における医療提供体制の整備」「診療水準の向

上」「人材育成」「研究開発の推進」の 5 本柱が示さ

れ、その後の腎疾患対策の枠組みとなった。

　2018 年の改訂版［6］では、この 5 本柱を継承しつ

つ、CKD 重症化予防の徹底と、透析患者・腎移植

患者を含む CKD 患者の QOL の維持向上を全体目

標として、今後実施すべき取り組みと評価指標が整

理された（図 1、図 2）。具体的には、2028 年まで

に年間新規透析導入患者数を 35 ,000 人以下（約

10% 減少に相当）に減らすという成果目標が設定

された。これは、行政や保険者などにもわかりやす

い指標として、また、健康日本 21 をはじめとする

生活習慣病対策とも方向性を共有して設定された。

また、健診や日常診療で把握された腎機能低下・尿

自覚症状に乏しい慢性腎臓病（CKD）を早期に発見・診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継続することにより、
CKD重症化予防を徹底するとともに、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）のQOLの維持向上を図る。

全体目標

①地方公共団体は、他の行政機関、企業、学校、家庭等の多くの関係者からの参画を得て、腎疾患の原因となる生活習慣病対策や、
糖尿病性腎症重症化予防プログラムの活用等も含め、地域の実情に応じて、本報告書に基づく腎疾患対策に取り組む。

②かかりつけ医、メディカルスタッフ、腎臓専門医療機関等が連携して、CKD患者が早期に適切な診療を受けられるよう、
地域におけるCKD診療体制を充実させる。

③2028年までに、年間新規透析導入患者数を35,000人以下に減少させる。（2016年の年間新規透析導入患者数は約39,000人）

達成すべき成果目標（ＫＰＩ）

腎疾患対策検討会報告書（概要）

～腎疾患対策の更なる推進を目指して～

①対象に応じた普及啓発資材の開発とその普及
②糖尿病や高血圧、心血管疾患等と連携した取組
③地域での取組の実施状況等を把握し、活動の効果の
評価、効果的・効率的な普及啓発活動の共有、横展開

①かかりつけ医から腎臓専門医療機関等や糖尿病
専門医療機関等への紹介基準の普及
②定期的な健診受診を通じた、適切な保健指導や
受診勧奨
③地域でCKD診療を担う医療従事者や腎臓専門医
療機関等の情報共有・発信
④かかりつけ医等と腎臓専門医療機関等が連携し
たCKD診療連携体制の好事例の共有と均てん化

①関連学会との連携による、
データベース間の連携構築
②研究及び診療へのICTや
ビッグデータの活用
③国際共同試験を含めた臨
床試験の基盤整備
④病態解明に基づく効果的な
新規治療薬の開発
⑤再生・オミックス（ゲノム等）
研究の推進
⑥腎臓病の基礎研究や国際
競争力の基盤強化

①関連学会等が合同で協議し、推奨内
容を合致させた、ガイドライン等の作成
②利用する対象を明確にしたガイドライ
ン等の作成・普及
③関連する疾患の専門医療機関との
連携基準等の作成・普及

①腎臓病療養指導士等のCKDに関す
る基本的な知識を有するメディカルス
タッフの育成
②かかりつけ医等と腎臓病療養指導
士等との連携、また、関連する療養指
導士等との連携推進

実施すべき取組

１．普及啓発

２．医療連携体制

３．診療水準の向上

４．人材育成

５．研究の推進

【参考1】

図 1　日本の腎疾患対策の概要
https://www.mhlw.go.jp/content/10901000/000332760.pdf 

（厚生労働省 腎疾患対策 2026 年 6 月 8 日アクセス）
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異常を重症化リスクに応じて医療につなげるため、

かかりつけ医から腎臓専門医・専門医療機関への紹

介基準が示されたことも特徴である。

　さらに、2018 年以降の大きな進展として、CKD

対策を実際に推進する体制と人材育成が具体化され

たことが挙げられる。日本腎臓学会、行政、医師

会、患者団体、企業などと連携して腎臓病の克服に

取り組む NPO 法人日本腎臓病協会が設立［7］され、

各都道府県に担当者を配置した普及啓発や地域連携

の取組が進められてきた。また、同協会が運営する

腎臓病療養指導士の創設により、看護師、保健師、

管理栄養士、薬剤師等のメディカルスタッフが

CKD 療養指導に関与する基盤が整備された。さら

に、診療報酬上も多職種による CKD 療養指導が評

価されるようになり、腎臓専門医だけでなく、かか

りつけ医やメディカルスタッフを含めたチーム医療

として CKD 対策を進める方向性が強化された。

　2018 年の対策に、日本糖尿病学会や日本循環器

学会との連携強化が明示されたように、CKD 対策

は腎臓領域だけで完結するものではない［8］。日本で

は、CKD 単独の基本法や医療計画上の独立した位

置づけがないため、地域の実状に応じてボトムアッ

プで柔軟に対策を推進しうることが特徴である。一

方、生活習慣病対策、糖尿病性腎症重症化予防プロ

グラム［9］などの糖尿病対策、難病対策などの既存

施策と連動した多領域連携型の構造は、施策間の役

割分担や連携が複雑になりやすいという課題も有し

ている。

健診制度を基盤とした早期発見

　CKD 対策においては、健診などを通じて早期に

発見し、その後の医療機関受診や継続管理へ円滑に

受診勧奨

病期に応じた腎疾患対策の全体像

生活習慣病
の発症予防

・CKD重症化予防
・原因疾病の管理の継続
・合併症予防

CKD発症予防
（原因疾病の重症化予防）

関連す
る施策

• 禁煙、運動、減量、減塩等について、健康日本21（第二次）に目標を掲げ、取組を推進
• 糖尿病性腎症重症化予防プログラム
• 難病診療連携拠点病院を中心とした医療提供体制の構築、指定難病患者データベースの稼働 等
• 腎移植に関する普及啓発活動、院内体制の整備、提供移植施設の負担軽減 等

通院患者へのCKD発症予防、重症化予防に関する知識の普及

診療
水準の
向上

かかりつけ医等

・腎代替療法
・合併症予防

発症
ＣＫＤ
発症

各種ガイド、ガイドライン等で推奨される診療の均てん化

地域に
おける
医療提
供体制
の整備

関連学会と連携したデータベースの構築

健診

保健指導、受診勧奨
健診受診率向上（未受診者受診勧奨）

腎臓専門医療機関等

メディカルスタッフや他科専門医等との連携
最適な腎代替療法の選択、準備

2人主治医制など
担当医間の連携

療養指導士等メディカル
スタッフとの連携

紹介

逆紹介

項目例：血圧、脂質、血糖、喫煙、
尿蛋白および血清クレアチニン等

早期受診

普及
啓発

市民公開講座や資材等によるＣＫＤ認知度の上昇

研究
開発の
推進

関連する疾患の治療との連携強化

人材
育成 関連する療養指導士等との連携強化

病態解明に基づく効果的な新規治療薬の開発

腎臓病療養指導士の育成、かかりつけ医等との連携

標準的な健診・保健指導プロ
グラム【平成30年度版】

「かかりつけ医から腎臓専門医
・専門医療機関への紹介基準」

【参考２】

図 2　病期に応じた腎疾患対策の全体像
https://www.mhlw.go.jp/content/10901000/000332764.pdf 

（厚生労働省 腎疾患対策 2026 年 6 月 8 日アクセス）
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つなげることが重要である。日本では、ライフス

テージや制度に応じた複数の健診機会が存在する

（図 3）。簡便かつ低コストなスクリーニング検査と

して、全ての健診で必須項目である尿蛋白定性検査

を入口としつつ、対象に応じて、血清 Cr や eGFR

測定も組み合わせながら CKD の発見に活用されて

いる（図 4）。

　小児期では、学校保健安全法に基づく学校健康診

断の中で尿検査が行われ、いわゆる学校検尿とし

て、CKD という概念が広く用いられる以前の 1970

年代から、腎疾患の早期発見を支えてきた。40～74

歳の成人には、高齢者医療確保法に基づく特定健診

や、労働安全衛生法に基づく健診（受診義務あり）

が実施されている。2023 年度の特定健診対象者数

は約 5,210 万人、受診者数は約 3,123 万人、実施率

は 59 .9% であり、成人期における大規模な健診基

盤となっている［10］。75 歳以上についても、後期高

齢者医療制度における健診が実施されており、人間

ドック［11］も、CKD を発見する機会となっている。

受診勧奨と診療連携による
重症化予防

　このように、日本の健診制度は CKD を早期に発

見する基盤として機能しているが、重症化予防につ

なげるには、健診結果を医療機関への受診勧奨と、

必要に応じた専門医紹介、継続診療へとつなげる導

線を整えることが重要である。

　CKD 診療ガイドライン 2023 では、尿蛋白 1 ＋以

上、eGFR ＜ 45 mL/min/1 .73m2、蛋白尿と血尿の

合併、3 か月以内に 30% 以上の腎機能悪化などが、

歯
周
疾
患
検
診

骨
粗
鬆
症
検
診

肝
炎
ウ
イ
ル
ス
検
診

が
ん
検
診 保険者や事業主が任意で実施・助成

【対象者】一定年齢以上の住民
【がん検診の種類】
胃がん検診、子宮頸がん検診、肺がん検診、
乳がん検診、大腸がん検診

被保険者・被扶養者 うち労働者 その他

～
39
歳

（健康保険法、国民健康保険法等）

【対象者】被保険者・被扶養者
【実施主体】保険者＜努力義務＞

【対象者】常時使用する労働者※労働者にも受診義務あり

【実施主体】事業者 ＜義務＞

※一定の有害な業務に従事する労働者には特殊健康診断

を実施

【対象者】住民 (生活保護受給者等を含む)
【実施主体】市町村<努力義務>
【種類】

・歯周疾患検診

・骨粗鬆症検診

・肝炎ウイルス検診

・がん検診

・高齢者医療確保法に基づく特定健診の

非対象者に対する健康診査・保健指導

40
～
74
歳

【対象者】加入者

【実施主体】保険者＜義務＞

※労働安全衛生法に基づく事業者健診を受けるべき者
については、事業者健診の受診を優先する。事業者
健診の項目は、特定健診の項目を含んでおり、労働
安全衛生法に基づく事業者健診の結果を、特定健診
の結果として利用可能。

75
歳
～

【対象者】 被保険者
【実施主体】後期高齢者医療広域連合＜努力義務＞

○医療保険者や事業主は、高齢者の医療の確保に関する法律、労働安全衛生法等の個別法に基づく健康診査（健康診断）を実施。
○市町村は、健康増進法に基づき、特定健診の対象とならない者の健康診査を実施。
○市町村は、健康増進法に基づき、一定年齢の住民を対象としてがん検診などの各種検診を実施。(医療保険者や事業主は任意に実施)

全体像

特定健診

日本の健診（検診）制度の概要

医療保険各法

高齢者医療確保法

高齢者医療確保法

健康増進法

健康増進法

労働安全衛生法

（
乳
幼
児
等
）

妊
娠
～
出
産
後
１
年
・

小
学
校
就
学
前

【対象者】１歳６か月児、３歳児
【実施主体】市町村＜義務＞
※その他の乳幼児及び妊産婦に対しては、市町村が、必要に応じ、健康診査を実施又は健康診査を受けることを勧奨

児
童
生
徒
等

【対象者】在学中の幼児、児童、生徒又は学生 ※就学時健診については小学校入学前の児童

【実施主体】学校（幼稚園から大学までを含む。）＜義務＞

母子保健法

学校保健安全法

図 3　�日本の健診（検診）制度の概要　 
https://www.mhlw.go.jp/content/10601000/000511508.pdf 

（厚生労働省　第 4 回　健康診査等専門委員会　2026 年 6 月 8 日アクセス）
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注 3）

特定健診（高齢者医療確保法）の項目と労働安全衛生法・学校保健安全法との比較

項目名 高齢者医療確保法 労働安全衛生法 学校保健安全法
既往歴 ○ ○

服薬歴 ○ ※

喫煙歴 ○ ※

業務歴 ○

自覚症状 ○ ○

他覚症状 ○ ○

身体計測

身長 ○ ○ ○

体重 ○ ○ ○

腹囲 ○ ○ ○

ＢＭＩ ○ ○ ○

血圧 血圧（収縮期/拡張期） ○ ○ ○

肝機能検査
AST（GOT） ○ ○ ○

ALT（GPT） ○ ○ ○

γ-GT（γ-GTP） ○ ○ ○

血中脂質検査

空腹時中性脂肪 ● ● ●

随時中性脂肪 ● ● ●

ＨＤＬコレステロール ○ ○ ○

ＬＤＬコレステロール
○ ○ ○

(Non-HDLコレステロール)

血糖検査
空腹時血糖 ● ● ●

ＨｂＡ１ｃ ● ● ●

随時血糖 ● ● ●

尿検査
尿糖 ○ ○ ○

尿蛋白 ○ ○ ○

血液学検査
(貧血検査)

ヘマトクリット値 □

血色素量［ヘモグロビン値］ □ ○ ○

赤血球数 □ ○ ○

その他

心電図 □ ○ ○

眼底検査 □

血清クレアチニン（eGFR） □ □

視力 ○ ○

聴力 ○ ○

胸部エックス線検査 ○ ○

喀痰検査 □ □

胃の疾病及び異常の有無 ○

医師の判断
医師の診断（判定） ○ ○ ○

医師の意見 ○ ○
○…必須項目、□…医師の判断に基づき選択的に実施する項目、●…いずれかの項目の実施で可
注：労働安全衛生法及び学校保健安全法の定期健康診断は、40 歳以上における取扱いについて記載している。また学校保健安全法の定期
健康診断は、学校の職員を対象とする。※…必須ではないが、聴取の実施について協力依頼注 13）

注 1）空腹時中性脂肪又は随時中性脂肪の判定のため、採血時間（食後）の情報は必須入力項目とする。
注２）やむを得ず空腹時以外に採血を行った場合は、随時中性脂肪により検査を行うことを可とする。
注３）空腹時中性脂肪又は随時中性脂肪が 400mg/dl 以上又は食後採血の場合は、LDL コレステロールに代えて Non-HDL コレステロー
ル（総コレステロールから HDL コレステロールを除いたもの）で評価を行うことができる。
注４）やむを得ず空腹時以外に採血を行い、HbA1c（NGSP 値）を測定しない場合は、食直後（食事開始時から 3.5 時間未満）を除き随
時血糖により血糖検査を行うことを可とする。
注５）医師が必要でないと認めるときは省略可。
注６）以下の者については医師が必要でないと認めるときは省略可。１妊娠中の女性そのほかの者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を
反映していないと判断されたもの ２BMI（次の算式により算出したものをいう。以下同じ。）が 20 未満である者 BMI=体重（kg）／身長
（ｍ）２ ３自ら腹囲を測定し、その値を申告した者（BMI が 22 未満の者に限る。）
注７）算出可。
注８）医師が必要と認めた場合には実施することが望ましい項目。
注９）胸部エックス線検査により病変及び結核発病のおそれがないと判断された者について医師が必要でないと認めるときは省略可。
注１０）必須項目ではないが、その他の疾病及び異常の有無の発見や診断項目の省略に際して、問診等を行うことが想定される。
注１１）胸部エックス線検査により、病変の発見されたもの、及びその疑いのある者、結核患者並びに結核発病の恐れがあると診断されている者に対しては、
胸部エックス線検査及び喀痰検査を行い、さらに必要に応じ聴診、打診、その他必要な検査を行う。
注１２）妊娠中の女性職員については検査項目から除くものとし、妊娠可能年齢にある女性職員については、問診等を行った上で、医師が検査対象とするか否
かを決定する。
注 13）「定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に関する協力依頼について（令和５年３月３１日）（基発０３３１第１０号・保発０３３１第５号）」
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000161103.html）

注 5） 注 5）

注 6）注 6）

注 1）注 1）

注 1）注２） 注 1）注２）

注 3）

注 4） 注 4）

注 8）

注 9） 注 11）

注 12）

注 7） 注 7）

注 10）

注 10）

注 10）

図 4　各種健診項目の比較
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001081579.pdf 

（厚生労働省 標準的な健診・保健指導プログラム（令和 6 年度版）　2026 年 6 月 8 日アクセス）
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かかりつけ医から腎臓専門医・専門医療機関への紹

介基準として示されている［12］。この基準は、実務

上の目安として有用であるが、全国一律の運用では

なく、地域の状況などを考慮して活用すること、ま

た、逆紹介や併診などの受診形態を検討することと

されている。

　日本では、腎臓専門医数は増加傾向であるもの

の、地域偏在の課題は解決されていない。また、か

かりつけ医の CKD に関する知識や経験にも差があ

る。そこで、千葉県［13］や熊本市［14］などの先進地域

では、一定の研修を受けたかかりつけ医を「CKD

対策協力医」あるいは「CKD 病診連携医」として

登録し、健診後の受診勧奨先とすることや、紹介基

準の活用などにより、地域全体で CKD 診療を担う

仕組みが構築されてきている。本稿ではこれらを

「対策協力医等」と総称する。さらに、特に高齢

CKD 患者では、合併症を持つことも多く、病院内

の腎臓内科以外の診療科に通院していることも少な

くないことから、院内他科との連携も重要と考えら

れる［15］。

成果の解釈と今後の展望

　日本では、近年、新規透析導入患者数が減少に転

じている。日本透析医学会の統計調査［4］によると、

（施設調査による集計）

人 
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※1989年末の患者数の減少は，当該年度にアンケート回収率が86％と例外的に低かったことによる見掛け上の影響である
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18,41118,411

※※

一般社団法人日本透析医学会「わが国の慢性透析療法の現況（2024年12月31日現在）」

導入患者数および死亡患者数の推移，1983-2024年

図 5　透析導入患者数および死亡患者数の推移
https://docs.jsdt.or.jp/overview/ 

（日本透析医学会　2024 年末慢性透析患者に関する集計　2026 年 6 月 8 日アクセス）
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2017 年から 2021 年までは年間 40 ,000 人を超えて

いたが、2022 年以降は減少し、2024 年には 36 ,404

人となった（図 5）。新規透析導入患者数の減少は、

CKD 重症化予防の進展を示唆する重要な所見であ

る。一方で、その変化は単一の施策の成果として解

釈できず、人口構造や併存疾患を含む患者背景、治

療の進歩、腎代替療法に関する患者の選択、地域の

医療提供体制など、複数の要因が影響しうる。2018

年の腎疾患対策の成果目標である 35 ,000 人以下に

近づきつつあることは一定の成果と捉えられるが、

その解釈には多面的な評価が必要である。この成果

を持続的なものとし、CKD 対策を次の段階へ進め

るためには、健診の入口、診療連携の受け皿、対策

を継続的に動かす仕組みを一体として整備していく

必要がある。

　第一に、勤労世代への対策強化である。勤労世代

で CKD が進行した場合、長期にわたる腎代替療法

を要する可能性があり、就労継続や社会経済的影響

も大きい。このため、原因や病態にかかわらず、早

期発見から適切な介入や専門的評価につなげる意義

は大きい。国の中間評価でも勤労世代への新たなア

プローチの必要性が指摘されていたが、現状の職域

健診では血清 Cr 検査が必須項目ではなく、早期発

見の機会を逃しやすいことが課題であった。日本腎

臓学会からの働き掛けもあり、2027 年 4 月からは、

労働安全衛生法に基づく職域健診項目に血清 Cr 検

査が追加される予定である。これにより、eGFR を

用いた腎機能評価が職域でも広く活用され、受診勧

奨の対象者の増加も想定される。今後は、受診勧奨

の基準や受診先を、企業、保険者、産業医、地域医

療側が共有できる形で整理する必要がある。

　第二に、リスク層別化に基づく診療連携の均てん

化である。CKD には、かかりつけ医を中心に継続

管理できる症例から、腎臓専門医による専門的評価

や治療を要する症例まで、多様な病態が含まれる。

したがって、全ての CKD 患者を同一の経路で診療

するのではなく、リスクや病態に応じて、かかりつ

け医、対策協力医等、腎臓専門医、メディカルスタ

ッフが役割分担する体制が重要である。対策協力医

等が、職域健診を含めた特定健診後の受け皿として

機能すれば、健診結果を実際の受診や適切な早期介

入につなげやすくなる。腎臓専門医には、高リスク

例や専門性の高い疾患の評価・治療に重点的に関与

しつつ、紹介・逆紹介、併診、多職種支援を通じて、

地域全体の CKD 診療を支える役割が期待される。

　第三に、エビデンスと実践のギャップを埋める実

装戦略である。有効性が期待される介入や基準を、

現場で実行可能かつ継続可能な形に整える方策が求

められる。例えば、健診での有所見者に対して受診

勧奨を行っても、対象者が実際に受診するとは限ら

ない。このギャップは、健診制度全般に共通する

が、CKD 対策においても、尿蛋白や eGFR 異常を

早期介入へ確実につなげることが重要である。今後

は、対象者への受診勧奨の伝え方や受診先の明確化

など、地域や職域の実情に応じた具体的な受診プロ

セスを構築・実装する必要がある。評価にあたって

は、受診勧奨後の医療機関受診率など、収集可能で

現場の改善に結びつく指標から可視化することが現

実的である。

　最後に、これらの取り組みを支える共通基盤とし

て、健 診、医 療、保 険 者、職 域 の デ ー タ 連 携 と

ICT の活用が不可欠である。ICT を用いて対象者

の抽出から継続診療に至るフォローアップの仕組み

を整備することは、前述の実装戦略を効果的に機能

させる鍵となる。把握されたリスクを実際の医療や

専門医紹介へとつなげる過程を可視化し、データに

基づいて継続的に体制を改善していく仕組みが、今

後の CKD 対策には求められる。
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おわりに

　日本の CKD 対策は、生活習慣病対策と連動した

発症予防、健診制度による早期発見、かかりつけ医

と腎臓専門医の連携による重症化予防モデルとして

発展してきた。行政、関連学会、多職種が協働して

対策を推進する体制は、日本の特長といえる。

　一方で、整備された制度やエビデンスを、実際の

受診や適切な早期介入へ確実につなげる「実装」の

プロセスには課題も残る。今後は、職域での検査拡

充を契機とした勤労世代へのアプローチや、診療連

携の均てん化を進めるとともに、データ連携の基盤

を活用し、地域の実情に応じた評価・改善を継続す

ることが重要である。

　本稿で整理した日本の経験と実践への試行錯誤

が、急速な高齢化に直面する中国の CKD 対策の参

考となれば幸いである。
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